
令和５年度「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」募集要領 

 

 １．応募の趣旨  

 

居住支援協議会は、住宅確保要配慮者の居住の安定等を図るため、自治体の住宅部局・

福祉部局、不動産関係団体、居住支援団体等が連携して設立するものです。現在、４７都

道府県と８６市区町で、１２８の居住支援協議会（広域連携を含む）が設立され、地域の

実情に応じてさまざまに活動されています。 

このうち、市区町村の居住支援協議会については、地域の居住支援のプラットホームと

して、関係者の意見交換・連携促進等を図るほか、居住支援団体と連携しながら、住宅相

談・物件紹介等の居住支援サービスを提供するなど、地域の居住支援体制において特に重

要な役割を担っています。そのため、国土交通省では、住生活基本計画に市区町村の居住

支援協議会に関する成果指標を定め、その設立を促進することとしております。 

これらの状況を踏まえ、居住支援協議会の設立に意欲はあるが「関係者の合意が得られ

ない」「どうやって設立すればいいか分からない」といった市区町村等を募集し、居住支

援協議会設立に向けたハンズオン支援を実施いたします。また、市区町村の居住支援協議

会の設立促進に取り組むものの「居住支援の理解がなかなか進まない」「居住支援協議会

の必要性を上手く示せない」といった都道府県についても募集・支援し、更なる市区町村

居住支援協議会の設立促進を目指します。 

 

 

 ２．プロジェクトの内容  

 

○ 募集は、設立部門（①都道府県型・②市区町村型）と活性化部門の３部門で行います。 

部門 応募主体 

設立部門 

（①都道府県型）

都道府県 又は 都道府県居住支援協議会 

※住宅部局・福祉部局のいずれか一方でも連名でも応募可能 

※複数の市区町村に対して、設立促進に取り組むことが応募要件 

設立部門 

（②市区町村型）

市区町村 

※住宅部局・福祉部局のいずれか一方でも連名でも応募可能 

※都道府県又は居住支援法人との連名でも応募可能 

活性化部門 
市区町村居住支援協議会 

※都道府県又は居住支援法人との連名でも応募可能 

 

  



○ 主な支援内容は以下のとおりです（個別の状況に応じた支援を提供いたします） 

・ 有識者、国交省・厚労省職員等の派遣（勉強会の講師、関係者との調整等） 

・ 課題の相談及びアドバイス 

・ 制度や他の協議会の事例、マニュアル、パンフレット等の情報提供 

・ 第一線で活動されている行政職員や実務者の紹介 

※新型コロナウイルス等の状況に応じて、オンラインと対面を併用して支援いたします。 

 

（注意事項） 

・ 居住支援協議会の設立は地域の関係者による主体性・合意が重要であり、本プロジェク

トは、居住支援協議会の設立をお約束するものではありません。同様に、居住支援協議会

の設立を成果として求めるものではありません。（本プロジェクトをきっかけに、地域の

関係者と住宅・福祉の連携について協議いただくことも重要な成果と考えております。） 

・ 本プロジェクトに資金面の支援は含まれていません。 

・ 選定された場合、国土交通省のセミナー等で事例発表をお願いする場合がございます。 

 

 

 ３．応募手続き（各部門共通）  

 

○募集期間 

 令和５年５月２６日（金）～６月１６日（金）１８時必着 

 

○提出方法 

 応募用紙を下記提出先へ電子メールにてご提出ください。 

※メール件名は「【提出】（応募部門の別）団体名」 

応募用紙のファイル名は「（応募部門の別）団体名」とご記載ください。 

※応募用紙の様式は、部門ごとに異なるのでご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜担当者・応募用紙の提出先＞ 

国土交通省住宅局安心居住推進課 巽・山下 

電子メール： hqt-housing-support@ki.mlit.go.jp 

電話番号 ：０３－５２５３－８１１１（内線３９８３３・３９８６３） 

mailto:hqt-housing-support@ki.mlit.go.jp


 ４．支援対象の選定  

 

○ 地域特性や選定により見込まれる効果などを踏まえ、設立部門（①都道府県型）に

ついては２団体程度、設立部門（②市区町村型）及び活性化部門については合計で４

団体程度の採択を想定しています。ただし、応募内容等によりそれぞれ増減する可能

性がございます。 

○ 選定結果は【６月中】にご連絡させていただきます。 

○ 選定にあたっては、応募内容の詳細を把握するとともに、採択した場合の円滑な支

援につなげるため、事前ヒアリングを実施させていただきます。 

○ 採択されなかった場合も、応募内容は関係省庁や有識者と共有させていただき、応

募者を含めた居住支援に取り組む方々の支援に役立たせていただきます。 

 


